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◆高齢化の現状等
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2005年(実績) 2030年 2055年

75歳～
1,164( 9%)

65～74歳
1,412(11%)

20～64歳
7,783(61%)

～19歳
2,418(19%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,522万人

総人口
8,993万人

75歳～
2,266(20%)

75歳～
2,387(27%)

65～74歳
1,401(12%)

65～74歳
1,260(14%)

20～64歳
6,305(55%)

20～64歳
4,290(48%)

～19歳
1,550(13%)

～19歳
1,057(12%)

万人 万人 万人

歳歳 歳

2007年～
生まれ

2007年～
生まれ

65歳～人口

20～64歳人口

１人
３．０人

今後の出生率の動
向により変化

今後の出生率の動
向により変化

１人
１．７人

１人
１．２人

注：2005年は国勢調査結果（年齢不詳按分人口）。

○ 我が国の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を３人で支えている社会構造になっており、 少子高
齢化が一層進行する2055年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055） - 平成18年中位推計 -
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世界にさきがけて高齢化が進む日本
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日本
21.5(2007)

日本
39.6(2050)

イタリア
19.7(2005)

イタリア
32.6(2050)

スウェーデン

24.1(2050)スウェーデン

17.2(2005)
アメリカ

12.3(2005)

ドイツ
18.8(2005)

イギリス
16.2(2005)

フランス
16.3(2005)

中国
7.7(2005)

日本については、2005年までは総務省統計局「国勢調査報告」、2006年以降は国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」の（死
亡中位）出生中位推計による。主要国については、UN 「World Population Prospects : The 2006 Revision」の中位推計による。
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○ 今後急速に高齢化が進むのは、首都圏をはじめとする「都市部」。
都市部においては、高齢期の「住まい」などが大きな課題となる。

今後急速に高齢化が進む都市部

【都道府県別の高齢者人口の推移】

２００２年時点の ２０１５年時点の 増加数（万人） 増加率順位
高齢者人口（万人） 高齢者人口（万人） と増加率（％）

埼玉県 １００ １７７ ７７（＋７８％） １

千葉県 ９３ １５７ ６４（＋６８％） ２

神奈川県 １３０ ２０９ ７９（＋６１％） ３

愛知県 １１２ １７２ ６０（＋５４％） ４

大阪府 １４４ ２１９ ７５（＋５２％） ５

（東京都） ２０９ ２９７ ８９（＋４３％） ９

佐賀県 １９ ２２ ３（＋１７％） ４３

秋田県 ３０ ３４ ４（＋１４％） ４４

鹿児島県 ４２ ４７ ５（＋１２％） ４５

山形県 ３０ ３３ ４（＋１２％） ４６

島根県 ２０ ２２ ２（＋１０％） ４７

全国 ２３６３ ３２７７ ９１４（＋３９％）



高齢者の世帯形態の将来推計

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

一般世帯 4,906 万世帯 5,028 5,060 5,044 4,983

世帯主が65歳以上 1,355 万世帯 1,568 1,803 1,899 1,901

単独

（比率）

386万世帯

28.5%

466

29.7%

562

31.2%

631

33.2%

673

35.4%

夫婦のみ

（比率）

465万世帯

34.3%

534

34.0%

599

33.2%

614

32.3%

594

31.2%

単身＋夫婦のみ 62.8% 63.7% 64.4% 65.5% 66.6%

（注）比率は、世帯主が65歳以上の世帯に占める割合

出典：国立社会保障・人口問題研究所｢日本の世帯数の将来推計－平成20年3月推計－｣

（万世帯）

5



6

※１ 下段は、６５歳以上人口比（％）

※２ 要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランクⅡ以上と判断される高齢者数を推計したも
のであり、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たものではない。

（平成１５年６月 高齢者介護研究会報告書より）

（2002.9末現在）

要介護者

要支援者

認定申請時の所在（再掲）単位：万人

居宅
特別養護老
人ホーム

老人保健

施設

介護療養型
医療施設

その他の

施設

総数 ３１４ ２１０ ３２ ２５ １２ ３４

再
掲

日常生活自立度
Ⅱ以上

１４９ ７３ ２７ ２０ １０ １９

日常生活自立度
Ⅲ以上

７９

（２５）

２８

（１５）

２０

（４）

１３

（４）

８

（１）

１１

（２）

将来推計 2002 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

日常生活

自立度

Ⅱ以上

１４９ １６９ ２０８ ２５０ ２８９ ３２３ ３５３ ３７６ ３８５ ３７８

６.３ ６.７ ７.２ ７.６ ８.４ ９.３ １０.２ １０.７ １０.６ １０.４

日常生活

自立度

Ⅲ以上

７９ ９０ １１１ １３５ １５７ １７６ １９２ ２０５ ２１２ ２０８

３.４ ３.６ ３.９ ４.１ ４.５ ５.１ ５.５ ５.８ ５.８ ５.７

認知症高齢者の増加
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○ 2005年から2025年にかけて、生産年齢(15～64歳)人口は約16％減少し、労働力人口も約５～

12％程度減少すると見込まれる。一方、介護職員数は倍増すると見込まれる。

○ この結果、労働力人口に占める介護職員の割合は、2005年から2025年にかけて倍以上になると

見込まれる。

【出典】 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成18(2006)年12月推計)」、

雇用政策研究会「労働力人口の見通し(平成19年12月)」、社会保障国民会議「医療・

介護費用のシミュレーション」、総務省「労働力調査」、「国勢調査」、厚生労働省

「介護サービス施設・事業所調査」

注) 2025年の生産年齢人口は出生中位(死亡中位)推計の値。労働力人口は2017年から2030年

の「労働市場への参加が進んだケース」と「進まないケース」が平均的に減少すると仮定して

試算したもの。2025年の介護職員数は社会保障国民会議のＡシナリオ、B2及びB3シナリオ

の値。

6,650
5,820～

6,320程度
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(万人) (万人)

生産年齢人口
(左目盛)

労働力人口
(左目盛)

介護職員数
(右目盛)

約16％減
約5～12％減

約90～
130％増

生産年齢人口、労働力人口、介護職員数の見通し(試算)

2005年 2025年

介護職員数 112.5万人 212～255万人

労働力人口 6,650万人 5,820～6,320万人

割合 1.7％ 3.4～4.4％

労働力人口に占める介護職員の割合

介護の担い手と介護職員の見通し



要介護状態になっても、可能な限り住みなれた地域や自宅で生活し続

け、人生の最期のときまで自分らしく生きることを望んでいる

高齢者の健康に関する意識調査（平成19年度内閣府）
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○各国の高齢者の居住状況（定員の比率）（全高齢者における介護施設・高齢者住宅等の定員数の割合）

日本 (2005)

英国 (2001）※５

スウェーデン（2005）※３

デンマーク (2006）※４

米国 (2000) ※６
ナーシング・ホーム

(4.0%)
ｱｼｽﾃｯﾄﾞ
ﾘﾋﾞﾝｸﾞ等

(2.2%)

※１
(0.9%)

介護保険３施設等
※2 (3.5%) 4.4%

ケアホーム
(3.7%)

シェルタードハウジング
(8.0%) 11.7%

プライエム等
（2.5%）

プライエボーリ・エルダボーリ等
(8.1％) 10.7%

6.2%

※１ シルバーハウジング、高齢者向け優良賃貸住宅、有料老人ホーム及び軽費老人ホーム(軽費老人ホームは2004年) ※２ 介護保険３施設及びグループホーム

※３ Sweden Socialstyrelsen（スウェーデン社会省）聞き取り調査時の配布資料（2006） ※４ Denmark Socialministeriet（デンマーク社会省）聞き取り調査時の配布資料（2006）

※５ Elderly Accommodation Counsel （2004） 「the older population」 ※６ 医療経済研究機構「米国医療関連データ集」（2005）

※制度上の区分は明確ではなく、
類型間の差異は小さい。6.5%

サービスハウス等
（2.3%）

ナーシングホーム、
グループホーム等
（4.2%）

各国の介護施設・ケア付き高齢者住宅の状況

○ 我が国における、65歳以上人口に占める高齢者住宅等の定員数の割合は、
欧米諸国と比較して少ない。
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６５歳以上人口に対する介護施設の整備状況
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65歳以上人口に対する介護
施設等の整備率（左目盛り）

65歳以上将来人口伸び率（2007
年度→2025年度）（右目盛り）

今後急速に高齢化が予想され
ながら、施設整備が進んでいな
い地域

施設整備が進んでいて、かつ今
後高齢化は一定範囲に収まる地
域

※棒グラフについては、次の数値を平成19年10月時点の高齢者人口（総務省「人口推計」）で除して合算した率。
　　　・介護保険３施設については、平成19年10月時点の定員数（平成19年介護サービス施設・事業所調査（概況））
　　　・居住系サービス（認知症高齢者グループホーム、特定施設）については、平成18年10月時点のサービス利用者数（平成18年介護サービス施設・事業所調査）
※平成19年度（2007）から平成37年度（2025）までの65歳以上人口の伸び率は、総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推
計）」を基に作成
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今後の介護保険料について

第４期
（２００９年度～２０１１年度）

4，160円

介護従事者処遇改善臨時特例交付金
による軽減効果

第４期から第５期までの自然増

平成２１年度補正予算（介護職員処遇改善交付
金、介護拠点の緊急整備）による反射効果

第４期の全
国加重平均
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